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Task-4：科学技術情報の動態分析      
 担当：アムステルダム大学、  
方法論：引用分析による科学の地図の作成、共語分析
Task-5：科学技術と社会との関係









    ２）本プロジェクトのすべてのコミュニケーションの運上観察（e-mail,会議録）
３．これまでの経過
       1997年12月 SOEISプロジェクト発足。
       1998年 3月 第１回マネジメントミーティング（ドイツ：ビーレフェルト）
        4月 SOJISプロジェクト発足。
        6月 研究アジェンダ報告書のEU本部への提出。











    ネットワークと政策オプション：欧州RTD政策の構造と動態分析」
日本側からの貢献
   ・ 日本の科学技術における優先投資分野の政策分析：ライフサイエンスにおける政策変遷および論
文生産の推移をめぐって
















































































DavidMowery 教授から "The Changing Structure of the US National Innovation
System" と題するプレゼンテーションが、また、午後には、ジョージア工科大学公共政策
学部の Barry Boseman 教授から "Research Policy Trend in the United States:









２２日の午後は、韓国の科学技術政策管理研究所の Dr.Sung Chul Chung から




























今年の総会は、Challenges for a New Centuryというテーマの下に行われ、プログラムは
多岐にわたり、著名な行政担当者等によるレクチャーのほか、120程のセッションが開か
れた。以下、いくつかのレクチャー、セッションについて簡単に紹介する。
○レクチャー(Science and Technology :Priorities for the 21st Century)
NSF長官リタ・コルウェルをモデレーターとして、大統領科学顧問ニール・レーン、英国
Office of Science and Technologyロバート・メイのスピーチが行われ、科学技術分野での
国際協力の促進の必要性や、地球規模での相互依存の進行などが指摘された。




○セッション (Science, Engineering, and Public Policy / How will new accountability
requirements affect the environment for research ?)
米国における研究評価を巡り、Government Performance and Result Act (GPRA)の下で
の、評価手法、メカニズム、特徴等について報告が行われた。
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○セッション (Science, Engineering, and Public Policy / Science policy in the next
millenium :Emerging issues in Congress)

































































































１ 日時         
平成11年3月16日（火） 9：30～17：00         
9
3月17日（水） 9：30～12：00         
２ 場所         
砂防会館別館２階「穂高」（〒102−0093 東京都千代田区平河町
２−７−5）         
３ 参加予定者         
都道府県及び政令指定都市の科学技術振興政策担当者等         
講演者、関係省庁講演者、科学技術庁科学技術振興局、科学技術政
策研究所等         
４ プログラム (内容については変更の可能性があります。）         
テーマ 「科学技術を活用して地域再生に如何に取組むか」         
１日目         
（１）開会挨拶         
（２）講演         
・富山国際大学学長 石坂誠一         
「地域科学技術の振興と地域に展開する大学の役割」         
（３）関係省庁からの講演         
・科学技術庁(木阪官房審議官)、通商産業省(羽山官房審議官)         
（４）科学技術政策研究所からの報告（３報告）         
（５）地方公共団体報告（３団体からの報告）         
２日目         
（１）講演         
・科学技術政策研究所客員総括研究官（東海大学教授） 権田金治         
「地方公共団体は科学技術の活用により地域再生に如何に取り組む
べきか−現状と今後」         
（２）全体討論         
・参加者全員による自由討論         
・まとめ         
（３）閉会挨拶         
目次へ
．最近の動き
○ 総理府世論調査「将来の科学技術に関する世論調査」の公表  第２調査研究グル−プ
1998年10月〜11月に一般国民3000名を対象に現在及び将来の科学技術に対する国民
の意識をアンケート調査した。その結果が２月上旬、発表された。調査票の設計にあたっ
ては科学技術政策研究所が協力を行った。ごく簡単に特徴を記すと、「将来の科学技術
が果たす役割」についての設問では、「安全性の向上」、「効率性の向上」が重要である
とした人が８割を超えた。公的機関が中心となって進めるべき科学技術分野として上位に
あげられるのは、地球・自然環境の保全、廃棄物の処理・処分、資源の開発やリサイク
ル、高齢者や身体障害者の生活の補助などが上位となっている。（この概要は３月号に
掲載します。）
○ 講演会等の開催
10
・1/11 「社会とのコミュニケ —ションにおける科学技術への関心喚起と理解増進」
倉本昌昭（（財）科学技術広報財団理事長）
・1/18 「英国のフォ−サイトプログラム」
ベンマ−チン（サセックス大学 SPRU所長）
・1/26 「新しい政策研究の方向について」
ベンマ−チン（サセックス大学 SPRU所長）
○ 海外出張
・1/19-24 佐藤所長（フランス）
・1/20-25 大山2調上席研究官（アメリカ）
目次へ
１月号は、新年にあたり研究所員の抱負を掲載いたしましたが、ご期待に添えるものでしたでしょう
か。また、別途お願いいたしました政策研ニュースに対するご意見アンケートにつきましては、ご回答
を賜りご協力有り難うございました。今後の編集に際しての銘とさせていただきます。
本号は、１月号で速報致しました機関評価結果の報告に関する概要を掲載致しましたが、これは報告書
として刊行するほか、ホームページにも掲載する予定です。どうぞご利用下さい。また、当研究所で実
施中のヨーロッパの STSとの政策分析に関する共同研究のご紹介、１月にフランス政府が行った科学
技術システムのベンチマーキング（水準比較）セミナーについての様子、さらに１月開催のゴア副大統
領が参加したAAAS年次総会に関する報告の他、シリーズのアジアの科学技術政策（インドネシアの2回
目）を掲載いたしました。
次号は本号で速報いたしました世論調査の概要および各種調査研究の成果をご紹介致します。どうぞご
期待ください。（Ｙ）
トップへ
編集後記
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